
部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（注）職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員
の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時
又は非常勤職員を除いている。

定員適正計画の数値目標及び進捗状況
（１）定員適正化目標（数）

平成２２年度を目標年とする第３次松前町新総合
計画に基づいた今後の施策の展開、将来の新た
な行政需要の増加などを考慮し、一般行政部門
において、平成１５年度までの３年間で、平成１２
年４月１日現在の職員数（１７９人）の５人削減を
目標とする。

（２）定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１ 計画期間は、平成１３年～１５年の３年間である。
２ （％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

（各年４年１日現在）
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特別職の報酬等（平成１４年９月１日現在）
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月額１２，０００円を超える家賃を支払って
いる者に対し２７，０００円を限度に支給

運賃等相当額を５０，０００円を限度に支給

通勤距離２�以上の者に通勤区分に応
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１２年
計画前年

１７９

区 分

減 員

増 員

差 引

職 員 数

一 般 行 政

7


